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平成２８年（２０１６年）３月 

富田林市 

公共施設等総合管理計画 





はじめに 

 

 昭和２５年（１９５０年）４月に人口約３万人余で、大阪府内１６番目の市として産

声を上げた本市は、高度経済成長期には大阪市近郊の住宅地として大規模な住宅開発が

進むにつれて人口が急増し、これにあわせて学校をはじめとする公共建築物や道路、橋

梁、上下水道等（以下「公共施設等」という。）の都市基盤整備を進めてまいりました。

近年では、それらの整備も一段落し、良好な自然環境を有する郊外都市として成熟しつ

つあります。 

しかしながら、このところの長引く景気の低迷や全国的な人口減少を背景に、整備、

拡充してきた公共施設等を取り巻く状況は大きく変化しつつあります。本市も例外では

なく、特に人口減少については、国の人口が減少し始めるよりも早く、平成１５年（２

００３年）から減少を始めています。また、市の人口推移について、「富田林市まち・

ひと・しごと創生総合戦略」富田林市人口ビジョンでは、今後も人口減少傾向は続くも

のと推計されており、生産年齢人口（１５歳から６４歳人口層）の減少と高齢化の進行

等も相まって、厳しい財政状況が継続するものと見込まれています。 

このような状況の中、高度経済成長期に整備された公共施設等の多くが、続々と更新

時期を迎えようとしている現実がありますが、厳しい財政運営の中で施設改修や更新を

進めていく上では、この間に大きく変化している人口構造や市民ニーズの変化を的確に

捉える必要があります。さらには、近い将来、近畿地方に大きな被害をもたらすと予測

される南海トラフ巨大地震への備えとして、公共施設等の防災、減災対策が急務となっ

ていることからも、公共施設等の現状や課題を客観的に把握・分析し、今後のまちづく

りと平行して、そのあり方を検討する「公共施設マネジメント」が重要となります。 

 

 この度、「富田林市公共施設等総合管理計画」を策定し、公共施設等の「総量の最適

化」や「長寿命化」「ライフサイクルコストの縮減」等を推進する目的は、持続可能な

財政運営を堅持し、安定的に市民サービスを提供することにあります。 

将来にわたって、市民の皆様が安心感と将来への希望を持って暮らすことのできる、

そして、「私たちのふるさと富田林」が光り輝く「煌のまち」であり続けるためにも、

ご理解、ご協力を心よりお願い申し上げます。 
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第１章 総論 

１、基本理念 

本計画は、将来の市民ニーズの変化を見据えた市民本位のまちづくりと持続可能な

財政運営を可能とするため、公共建築物や道路、橋梁、上下水道等のいわゆるインフ

ラを含む公共施設等（以下「公共施設等」という。）の計画的な整備を推進することを

基本理念とします。 

 

 

２、目的 

高度経済成長期や人口急増期に整備された公共施設等が、今後、集中的に更新時期

を迎えますが、その補修、修繕及び更新には莫大な経費が必要となります。また、公

共施設等は、災害時に最も重要な役割を担うことから、近い将来に発生が予測される

南海トラフ巨大地震に備えた防災、減災対策についても急務となっています。 

一方で、市の財政状況は、人口減少・高齢化の進行等に起因する、市税収入の伸び

悩みや扶助費の増大等から更に厳しさが増すものと予想され、持続力のある財政運営

への影響も懸念されるところです。 

そのため、公共施設等の実態を、ハードとソフトの両面から可能な限り正確に把握

し、本計画に基づく「選択と集中」の観点から、計画的な更新・統廃合等による総量

の最適化、長寿命化、ライフサイクルコストの縮減等を図ることで、将来的に必要と

なる修繕・更新費用を最小化・平準化していく、いわゆる「公共施設マネジメント」

を推進していく必要があります。 

 

 

３、公共施設マネジメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設マネジメント導入の必要性

<公共施設等の実態>
公共施設の老朽化、施設に求められる

機能の変化等による更新への要望

など

<地方公共団体を取り巻く課題>
・人口減少と高齢化の進行

・税収減、福祉関連支出の増加

・市民ニーズの多種多様化 など

単なる更新計画、保全計画ではなく、
マネジメントの視点を持った計画が必要

公共施設マネジメントとは・・・
保有する公共施設を総合的に把握し、財政運営と連動しながら管理・活用する仕組み
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４、計画の対象 

 本市の保有する全ての公共建築物及びインフラが計画の対象となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５、計画の位置付け 

 本計画は、国の「インフラ長寿命化基本計画」の行動計画【地方版】であると同時に、

市の最上位計画である「富田林市総合計画」を下支えする計画となります。そのため、

計画の推進にあたっては、同じく総合計画に基づいて策定された、「富田林市都市計画

マスタープラン」等の分野別計画との整合を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６、計画の期間 

公共施設等の寿命は数十年に及ぶことから、中長期的な視点による計画策定が重要と

なります。 

本計画では、今後の更新等が最も大きな課題となる公共建築物の耐用年数を６０年、

建築後３０年で大規模改修を実施すると仮定した場合に１９６０年代半ばからの概ね

３０年間に整備された公共建築物の更新・大規模改修の時期が、平成５２年（２０４０

年）までの間に集中することになるため、計画の終期を平成５２年（２０４０年）とし

ます。 

公共施設等

市民文化系施設、社会教育系施設、スポーツ・

レクリエーション系施設、学校教育系施設、子

育て支援系施設、保健福祉系施設、医療系施設、

行政系施設、公営住宅、公園、その他など

道路、橋梁、上下水道など

公共建築物

インフラ

（基本計画）【国】

インフラ長寿命化基本計画
総合計画

（個別施設計画） （個別施設計画）

（行動計画）【国】

各省庁が策定
（行動計画）【地方】

公共施設等総合管理計画
（分野別計画）

都市計画マスタープラン

地域防災計画

住生活基本計画

地域住宅計画

など
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７、計画の体系 

 本計画は、公共施設マネジメントを実施する上での基本計画となります。 

この基本計画を基に、具体的な公共建築物の配置計画を示すものとして「公共施設再

配置計画（行動計画）」、さらに再配置計画を基に「個別施設計画（実施計画）」を策定

し、公共施設マネジメントを推進します。 

なお、インフラについては、公共施設再配置計画とは別に、各個別計画を策定の上、

整備を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８、計画サイクル 

「公共施設等総合管理計画」については、著しい社会経済情勢や財政状況の変動があ

った場合に見直しを行うこととします。 

「公共施設再配置計画」は、概ね１０年～１５年サイクル（中期）、「個別施設計画」

は、概ね５年サイクル（短期）でＰＤＣＡサイクルを活用し進捗管理を行います。 

なお、インフラについては、別途個別計画に基づいて進捗管理を実施します。  

 
※ＰＤＣＡサイクル…ＰＬＡＮ（計画）、ＤＯ（実施）、ＣＨＥＣＫ（評価）、ＡＣＴＩＯＮ
（改善）の４つの視点をプロセスの中に取り込むことで、プロセスを不断のサイクルと
し、継続的な改善を推進するマネジメント手法です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設等総合管理計画

今後の公共施設等につい

ての基本的な方向性を示

すものであり、公共施設

マネジメントを推進する

上での基本計画となる。

公共施設再配置計画

基本計画に基づく実践を
進める上での課題を整理
し、対応方法を示す行動
計画となる。

個別施設計画

行動計画に基づく個別の公
共施設マネジメントの実践
内容を示す計画となる。

基 本 計 画

行 動 計 画

実 施 計 画

計画期間：２０４０年まで 計画期間：１０年～１５年間 計画期間：５年間

2015 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40

長期

中期

短期

公共施設等総合管理計画

公共施設再配置計画

個別施設計画
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９、取り組み体制 

 本計画を推進する上では、全庁的な合意形成が欠かせません。そのため、部長級職員

により構成される公共施設等総合管理計画策定委員会を中心として、計画の進捗管理や

見直し等を行います。 

また、まちづくりのあり方に関わるものであることから、市ホームページ等での公表

を通じて住民への情報提供等を実施しながら本計画を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 本市の現状と課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

富田林市要綱第６２号 

富田林市公共施設等総合管理計画策定委員会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進し、富田林市公共施設等総合管理計画（以下「計

画」という。）を策定するため、富田林市公共施設等総合管理計画策定委員会（以下「委員会」とい

う。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項について所掌する。 

 （１） 公共施設等の現状把握及び分析に関すること。 

 （２） 公共施設等の管理に関する基本方針に関すること。 

 （３） 公共施設類型ごとの基本方針に関すること。 

 （４） 計画の進捗状況等に関する評価及び改訂に関すること。 

（５） 前各号に定めるもののほか、計画策定に関し市長が必要と認めること。 

（組織） 

第３条 委員会は、別表に掲げる職にある者をもって組織する。 

２ 委員会に委員長を置き、総務部長をもって充てる。 

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

４ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長の指名する委員がその職

務を代理する。 

（会議） 

第４条 委員会の会議は、委員長が必要に応じて招集し、その議長となる。 

２ 委員長は、必要があると認めるときは、委員会の会議に関係者の出席を求め、その説明又は意見を

聴くことができる。 

 （専門部会） 

第５条 委員会に諮る案件のうち、あらかじめ調査研究及び調整が必要な事項について検討するため、

委員会に専門部会を設置する。 

２ 専門部会の組織及び運営に関し必要な事項は、委員長が別に定める。 

 （庶務） 

第６条 委員会の庶務は、計画担当課で行う。 

 （委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会について必要な事項は、委員長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２６年７月１日から施行する。 

 

別表（第３条関係） 

市長公室長、総務部長、子育て福祉部長、まちづくり政策部長、上下水道部長、教育総務部長、 

生涯学習部長 
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第２章 富田林市の状況 

第１節 人口構造について 

１、人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考察 

本市の人口は、平成１４年（２００２年）１０月の１２６，７２５人をピークとして、

平成２３年（２０１１年）以降は、年間平均約１，０００人のペースで減少を続けてい

ます。  

このまま人口減少が進むと平成５２年（２０４０年）には、推計人口で８６，０００

人台、将来展望人口でも１０４，０００人台にまで減少が進み、平成２７年（２０１５

年）との比較において最大２５％程度、人口規模が縮小するものと見込まれています。 

 

 
※富田林市人口ビジョン･･･まち・ひと・しごと創生法に基づく、本市の人口の現状と将来

展望です。 
※推計人口･･･富田林市人口ビジョンにおける将来推計人口です。 
※将来展望人口･･･富田林市人口ビジョンにおける、合計特殊出生率の回復（2040年に 2.07）

と社会移動の均衡（増減ゼロ）を仮定した場合のシミュレーション人口です。 
 

※1970年～2000年 国勢調査 

※2005年～2015年 富田林市人口表（各年 3月末時点）  

※2020年～2040年 富田林市人口ビジョン 
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２、６５歳以上人口及び高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考察 

６５歳以上人口は、平成２年（１９９０年）以降、平成２７年（２０１５年）まで急

激に増加してきました。平成３２年（２０２０年）以降も増加傾向にあるものの、やや

緩和されると見込まれています。 

また、高齢化率（全人口に占める６５歳以上人口の割合）は、平成７年（１９９５年）

から平成２７年（２０１５年）までの間に約１５ポイント上昇しましたが、それ以降も

この傾向は継続し、平成５２年（２０４０年）には、最大で４０．１％に達すると推計

されています。 

 

 

 

※1970年～2000年 国勢調査 

※2005年～2015年 富田林市人口表（各年 3月末時点）  

※2020年～2040年 富田林市人口ビジョン 
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0.0%

5.0%

10.0%
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30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040

実績人口 推計人口 将来展望人口

高齢化率（実績） 高齢化率（推計） 高齢化率（将来展望）単位（人）

推計値

単位（高齢化率）

 ▲ 推計人口 29.8% 31.9% 34.4% 37.0% 40.1%
 ● 将来展望人口 29.2% 30.4% 31.7% 33.0% 34.5%

高齢化率
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３、０歳～１４歳及び１５歳～６４歳人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考察 

０歳～１４歳人口及び１５歳～６４歳人口は、１５年以上減少傾向が続いており、そ

の傾向は、特にこの１０年間で顕著なものとなっています。 

今後、１５歳～６４歳人口と構成割合については、平成５２年（２０４０年）まで、

推計人口及び将来展望人口ともに引き続き減少するものと推計されています。 

 

20,014 

25,705 25,248 23,105 
20,798 21,549 21,478 19,567 

16,564 
14,088 

52,002 

60,592 
65,788 

71,561 

79,456 

86,815 87,697 
84,018 
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70,813 

26.4%
28.1%

25.9%
22.5%

18.8% 17.7% 17.0% 15.7%
13.7%

12.2%
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66.3% 67.5%
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0～14歳人口 15～64歳人口 0～14歳構成割合 15～64歳構成割合
単位（人） 単位（構成割合）

※1970年～2000年 国勢調査 

※2005年～2015年 富田林市人口表（各年 3月末時点）  

※2020年～2040年 富田林市人口ビジョン 

実績 

推計 

12,097 10,679 9,457 8,725 7,952 

12,580 13,103 
14,368 15,569 15,338 

65,262 
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67,776 
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53,112 
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0

10,000

20,000

30,000
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50,000

60,000
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80,000

90,000

100,000

2020 2025 2030 2035 2040

0～14歳人口（推計） 0～14歳人口（将来展望） 15～64歳人口（推計）

15～64歳人口（将来展望） 0～14歳構成割合（推計） 0～14歳構成割合（将来展望）

15～64歳構成割合（推計） 15～64歳構成割合（将来展望）

2020 2025 2030 2035 2040

 ▲ 0～14歳 11.0% 10.2% 9.5% 9.4% 9.2%

 ■ 15～64歳 59.2% 57.9% 56.0% 53.6% 50.7%

 ◆ 0～14歳 11.1% 11.7% 13.1% 14.5% 14.7%

 ● 15～64歳 59.7% 57.9% 55.2% 52.5% 50.8%

推計人口

将来展望人口

構成
割合

単位（人） 単位（構成割合）
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４、平成２７年（２０１５年）と平成５２年（２０４０年）の人口比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７年（２０１５年）と平成５２年（２０４０年）の人口を比較すると、将来展

望人口、推計人口ともに１５歳～６４歳人口が減少する一方で、６５歳以上人口は増加

すると見込まれており、総人口が減少し、高齢化が進む近年の傾向が一層顕著になるも

のと考えられます。 
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61.3%
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40.1%単位（人）

115,601人

86,246人

14.7%

50.8%

34.5%

104,540人

２０１５年
実績人口

２０４０年
将来展望人口

２０４０年
推計人口
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第２節 財政状況について 

１、歳入（普通会計決算） 

 歳入額の推移については、平成１７年度（２００５年度）と平成２６年度（２０１４

年度）とを比較すると、総額で約５０億円（１４．７％）増加しています。 

また、歳入総額に占める自主財源の構成割合を示す自主財源比率は、平成１７年度（２

００５年度）の５３．８％から６．１ポイント減少し、４７．７％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※自主財源…市税など地方公共団体が自主的に収入できる財源。 
※依存財源…地方交付税や国庫支出金などの財源。 
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150.0

200.0

250.0
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2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

158.1 154.7 145.6 
166.0 171.6 

208.1 194.8 199.0 201.0 205.3 

184.2 180.9 199.4 
191.2 

207.4 
175.8 

179.5 174.3 
195.8 187.2 

歳入額の推移
依存財源 自主財源

単位（億円）
392.5

342.3 335.6 345
357.2

379 383.9
374.3 373.3

396.8

53.8 53.9 

57.8 

53.5 
54.7 

45.8 

48.0 
46.7 

49.3 
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46.2 46.1 

42.2 

46.5 
45.3 

54.2 

52.0 

53.3 

50.7 

52.3 

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

65.0

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

自主財源と依存財源の構成割合
自主財源 依存財源単位（％）
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２、市税 

市税収入については、平成１７年度（２００５年度）から平成２６年度（２０１４年

度）の推移では、途中、一時的に伸びを示すものの、平成２２年度（２０１０年度）以

降は、ほぼ横ばいとなっています。 

また、市民一人あたりの市税収入額についても同様に推移しており、この１０年間の

平均では１１５，５００円となっています。 
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市税収入及び市民一人あたりの市税収入額
市税収入 市民一人あたりの市税収入額

単位（億円） 単位（万円）

74.3 

75.7 
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自主財源に占める市税の割合
単位（％）
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３、歳出（普通会計決算） 

 歳出額については、平成１７年度（２００５年度）と平成２６年度（２０１４年度）

とを比較すると、総額で約４９億円（１４．６％）増加しています。 

この間の性質別歳出額の構成割合は、各性質ともほぼ横ばいで推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※義務的経費…支出が義務付けられている経費。（人件費､扶助費､公債費） 
※投資的経費…普通建設事業費（道路、橋梁、学校、公園など各種社会資本の新増設事業

に必要な経費）のように、支出の効果が資本形成として現れる経費。 
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歳出額の推移
その他 投資的経費 義務的経費単位（億円）
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歳出額の内訳別推移については、平成１７年度（２００５年度）と平成２６年度（２

０１４年度）とを比較すると、人件費では約８３億円から約６億円減少して約７７億円

に、扶助費では約７０億円から約４２億円増加して約１１２億円となっています。 

また、繰出金においては約４１億円から約６億円増加して約４７億円となっています。 

 これを構成割合でみると、人件費は２４．８％から４．８ポイント減少して２０．０％

に、扶助費は２０．９％から８．３ポイント増加して２９．２％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
※各項目の数値については、四捨五入により百万円単位にしていますので、歳出合計と
一致しない場合があります。 

※公債費･･･地方公共団体が借り入れた借金の元利償還金など。 
※扶助費･･･社会保障制度の一環として、生活困窮者、高齢者、児童、心身障がい者等に
対して行っている様々な支援に要する経費。 

 

 

単位（百万円）

33,575 33,634 33,085
33,999 33,521

37,453 37,769 36,779 36,756
38,773

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

積立金 425 286 585 264 484 1,481 697 384 680 691

繰出金 4,166 4,085 4,401 3,672 4,418 4,555 4,573 4,729 5,744 4,785

災害復旧費 0 8 88 22 13 4 10 75 49 218

普通建設事業費 2,108 2,177 1,816 2,378 3,427 3,142 2,254 2,405 3,186 2,504

投資及び出資金・貸付金 1,176 1,169 1,167 1,154 1,568 1,546 1,549 1,466 1,385 1,307

補助費等 3,026 2,576 2,584 3,215 4,391 2,519 2,527 2,534 2,538 2,703

維持補修費 309 300 303 308 315 298 267 298 304 278

物件費 4,859 5,006 5,021 4,771 4,826 4,692 4,825 4,467 4,664 4,777

公債費 2,194 2,162 2,219 2,305 2,298 2,448 2,243 2,149 2,232 2,347

扶助費 7,025 7,313 7,576 7,781 8,280 10,174 10,724 10,862 10,803 11,245

人件費 8,346 8,003 8,239 7,651 7,433 6,910 7,110 7,387 7,189 7,707

歳出額の内訳別推移
積立金

繰出金

災害復旧費

普通建設事業費

投資及び出資金・

貸付金
補助費等

維持補修費

物件費

公債費

扶助費

人件費

単位（百万円）
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４、市債 

市債残高については、平成２０年度（２００８年度）まで減少傾向にありましたが、

それ以降は、地方交付税として交付すべき財源の不足を補てんするための、臨時財政対

策債の発行等の影響により増加傾向となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
※市債…学校や福祉施設等を建設する場合のように、多額の費用が必要なもののために、

市が、政府・地方公共団体金融機構等から調達する長期的な借入金。 
※臨時財政対策債…地方一般財源の不足を補うために特例として発行される地方債。必要

に応じて地方公共団体が発行し、償還費用は普通交付税の基準財政需要額に算入され全
額国が負担する。 

 

 

 

 

５、財政力指数 

財政力指数（Ｐ１４表参照）は、財政基盤の強さを表す指標で、標準的な行政活動を

行うために必要な財源を、地方公共団体が自力でどれくらい準備できるかを示したもの

です。この数値が大きいほど財政力が豊かであるということを表しており、１ポイント

を超えた場合には、普通交付税は交付されません。 

本市の財政力指数は、平成１７年度（２００５年度）と平成２６年度（２０１４年度）

とを比較すると、０．０７ポイントの低下となっています。また、大阪府内の都市平均

との比較においては、約０．１ポイント低い値で推移しています。 
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６、経常収支比率 

経常収支比率は、財政構造の弾力性を示す指標で、市税や地方交付税、地方譲与税等

の経常的に収入される一般財源が、人件費、扶助費、公債費等の経常的に支出する経費

に、どのくらい充てられているかを示したものです。 

  一般的には、７５％程度が望ましく、８０％を超えると財政構造の弾力性が失われつ

つあると評価されます。弾力性とは、例えば普通建設事業費等の臨時的な経費に充てる

ことができる一般財源の余力がどの程度あるかということです。 

本市の場合、この１０年間、９０％台を推移しており、まだまだ弾力性のある財政構

造を保っているとは言えず、府内の都市平均と比べても高い値となっています。 
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７、実質公債費比率 

実質公債費比率は、地方公共団体における公債費による財政負担の度合いを判断する

指標として、平成２０年度（２００８年度）から新たに用いられるようになった指標で

す。公営企業の元利償還金への一般会計からの繰出金を算入するなど、従来の起債制限

比率を見直したものとなっています。 

 この比率が１８％を超えると、地方債協議制度移行後も、地方債の発行にあたって大

阪府の許可が必要となります。平成２０年（２００８年）４月１日より「地方公共団体

の財政の健全化に関する法律」が施行されたことに伴い、健全化判断比率の一つとなり

ました。 

 本市の場合は、府内の都市平均と比べても低い値で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※公債費…過去の地方債の返済に係る元利償還金と、一時借入金の利子。 

 

 

８、考察 

歳入については、人口減少や高齢化等の影響により、歳入の根幹となる市税等の自主

財源が減少し、国の地方財源保障制度として配分される地方交付税等の依存財源の割合

が増加しています。歳入額全体としては、ほぼ横ばいの状態が続くと思われますが、今

後の国の地方交付税制度に係る動向に依る部分が多いため、不透明な状態です。 

一方、歳出については、高齢化等による社会保障費の自然増、とりわけ介護保険事業

や後期高齢者医療に係る支出の増加が見込まれます。さらに、老朽化した公共建築物や

インフラの更新・維持管理等に要する経費が増加するとともに、その財源として地方債

を発行することにより、公債費が増加することも見込まれます。そのため、今後も安定

した財政運営を行うためには、公債費の平準化に取り組む必要があります。 
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９、公営企業会計（水道事業） 

 平成１７年度（２００５年度）と平成２６年度（２０１４年度）との比較において給

水人口は、６．７％減（８，３６６人減）、有収水量は１１．９％減（１，６７５千㎥

減）と減少を続けています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水道事業収益及び事業費用の推移については、平成２６年度（２０１４年度）に大幅

な増額となっていますが、これは地方公営企業会計基準の見直しの影響によるもので、

増加の要因として収益では長期前受金戻入額の計上、費用では減価償却費の増加が挙げ

られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

給水人口 123,944 123,365 122,475 121,473 120,649 119,560 118,537 117,497 116,466 115,578

有収水量 14,118 14,068 13,946 13,670 13,463 13,379 13,107 12,930 12,743 12,443
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2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

水道事業収益 2,371,755 2,357,572 2,324,311 2,250,908 2,195,680 2,121,097 2,081,365 2,036,402 2,007,345 2,467,621

水道事業費用 2,230,163 2,228,313 2,308,043 2,101,076 2,056,336 1,944,938 1,930,009 1,851,123 1,783,697 2,073,277
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利益の推移については、平成２６年度（２０１４年度）において純利益、純利益対総

収益率が大幅に増加していますが、これは地方公営企業会計基準の見直しの影響による

もので、長期前受金戻入額を純利益に計上することになったためです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
※純利益･･･水道事業収益から事業費用を差し引いた差額。 
※純利益対総収益率･･･（純利益÷総収益×100）総収益の内、最終的に企業に残された純

利益の割合を示すものでマージンを表すものである。 
 

平成２６年度（２０１４年度）において、流動資産対固定資産比率、流動資産構成比

率が大幅に増加していますが、これは地方公営企業会計基準の見直しの影響によるもの

で、みなし償却の廃止により、固定資産額が大幅に減少したことの影響です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※流動資産対固定資産比率･･･流動資産÷固定資産×100 

固定資産と流動資産の関係を示すもので、数値が小さいほど資本が固定化している。 
※流動資産構成比率･･･流動資産÷総資産×100 

総資産に対する流動資産の占める割合であり、比率が大であれば流動性は良好であると
いえる。 
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 地方公営企業会計基準の見直しにより、平成２６年度（２０１４年度）から借入資本

金を負債に計上することとなったため、流動負債、固定負債の構成比率が増加していま

す。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※自己資本構成比率･･･（資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益）÷（負債＋資本）×100 
※流動負債構成比率･･･流動負債÷（負債＋資本）×100 
※固定負債構成比率･･･固定負債÷（負債＋資本）×100 
（上記算出式は、平成 26年度（2014年度）会計基準見直し後のもの） 

 

修繕費の推移は、各年度において、実際に修繕を行った額（予算執行額【修繕引当金

繰入額】を除く）に、修繕引当金取り崩し額を合わせた額を集計したものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考察 

 平成２６年度（２０１４年度）の財政状況は、給水人口が同規模の水道事業の中では

良好な状態となっていますが、今後も給水人口は減少し、それに伴い給水収益も減少し

ていくことが予想されます。 

また、高度経済成長期に整備された水道施設（施設・管路）の老朽化による更新や耐

震化の費用が増大することから、財政状況は悪化していくものと予想されます。 

水道施設の更新には、水需要予測に基づいたダウンサイジングを念頭におき、現行施

設の廃止等も含めた施設の最適化を検討する中で、更新費用及び維持管理費用の低減を

図りながら効率的かつ効果的に水道施設の管理運営をすることが必要となります。 
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第３節 公共施設等の現状及び将来更新費用の推計について 

１、公共建築物の保有状況「平成２６年度末（２０１５年３月末）時点」 

 公共建築物の敷地面積については、全体で１４４万７,５８０.６９㎡、そのうち公園

が３６．２％、学校が３３．３％と両者で全体の約７割を占めています。 

延床面積については、全体で３２万８,６９１.５２㎡、そのうち学校が４７．９％と

全体の約半分を占め、次いで公営住宅の１１．５％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集会施設

1.3%

文化施設

0.7%
図書館

0.5%
歴史文化施設

0.5%

スポーツ

施設
4.7%

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ・観光施設

0.4%

学校

33.3%

その他（学校教育系）

0.5%

幼保

2.2% 高齢福祉施設

1.3%

児童福祉施設

0.1%

その他（保健福祉系）

0.4%

医療施設

1.8%

庁舎等

0.5%

消防施設

0.3%

その他（行政系）

0.1%

公営住宅

3.7%

公園

36.2%

その他

11.4%

公共建築物の敷地面積の内訳

集会施設 文化施設

図書館 歴史文化施設

スポーツ施設 ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ・観光施設

学校 その他教育施設

幼保 幼児・児童施設

高齢福祉施設 児童福祉施設

保健施設 その他社会福祉施設

医療施設 庁舎等

消防施設 その他行政系施設

公営住宅 公園

その他保健施設

0.1％

（保健福祉系）

（学校教育系）

敷地面積

１４４万７,５８０.69㎡

(2015年３月末時点）

児童施設

（行政系）
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(2015年３月末時点）
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（学校教育系）
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（行政系）
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施設類型別一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
※延床面積及び敷地面積に記載されている数値については、本市保有の全施設の総合計を
記載。 

※公共建築物名称･･･延床面積が 200㎡以上（200㎡以下でも居室等を備えている）有する
主な施設を抜粋。 

 

施設類型 用途分類名称 延床面積（㎡） 構成（％） 敷地面積（㎡） 構成（％） 公共建築物名称
集会施設 24,625.32 7.5% 18,740.13 1.3% 公会堂

すばるホール
コミュニティセンター
高辺台集会所
福祉青少年センター
東公民館

文化施設 10,637.80 3.2% 10,840.01 0.7% 市民会館
人権文化センター

図書館 3,609.41 1.1% 6,707.40 0.5% 中央公民館図書館
金剛公民館図書館

歴史文化施設 2,532.76 0.8% 6,859.19 0.5% 旧杉山家住宅
寺内町センター
埋蔵文化財センター
じないまち交流館
旧田中家住宅
じないまち展望広場

スポーツ施設 9,474.67 2.9% 68,046.92 4.7% 市民総合体育館
総合スポーツ公園
青少年スポーツホール
市民プール

レクリエーション
      ・
観光施設

2,871.62 0.9% 5,294.00 0.4% 農蓄産物処理加工施設
自然活用総合管理施設
体験農業園地等管理施設
農林漁業体験実習館
にこにこ市場
青少年教育キャンプ場

学校 157,315.90 47.9% 482,421.64 33.3% 小学校（１６ヶ所）
中学校（８ヶ所）

その他 5,765.68 1.7% 7,482.00 0.5% 給食センター（２ヶ所）
中学校給食施設（８ヶ所）

幼保 13,814.07 4.2% 32,334.29 2.2% 幼稚園（１３ヶ所）
保育所（６ヶ所）

児童施設 1,890.48 0.6% 学童クラブ（１６ヶ所）

高齢福祉施設 14,068.19 4.3% 18,756.36 1.3% シルバー人材センター
老人憩いの家（１０ヶ所）
高辺台プラザ
富田林市ケアセンター

児童福祉施設 1,402.60 0.4% 1,140.00 0.1% 児童館

保健施設 1,035.00 0.3% 1,455.43 0.1% 保健センター

その他 2,406.70 0.7% 5,786.74 0.4% 総合福祉会館

医療系 医療施設 12,744.63 3.9% 25,753.07 1.8% 富田林病院
富田林病院健診センター
休日診療所
新堂診療所

庁舎等 13,638.85 4.1% 6,630.19 0.5% 市庁舎
金剛連絡所

消防施設 6,635.94 2.0% 4,864.49 0.3% 消防庁舎
金剛分署
分団消防車庫（８ヶ所）

その他 900.22 0.3% 1,604.65 0.1% 水防用等倉庫

公営住宅 公営住宅 37,968.40 11.5% 52,899.78 3.7% 市営住宅（若松・甲田・錦織）

公園 公園 196.41 0.1% 524,487.43 36.2% 　

その他 その他 5,156.87 1.6% 165,476.97 11.4% 富田林斎場
富田林霊園
喜志駅地下自転車駐車場
葛城温泉

　 合計 328,691.52 100.0％ 1,447,580.69 100.0％ (2015年3月末時点)

学校教育系

子育て支援系

学校教育系施設で計上

保健福祉系

行政系

市民文化系

社会教育系

スポーツ
　　 ・
レクリエーション系
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２、公共建築物の整備状況「平成２６年度末（２０１５年３月末）時点」 

本市が保有している主な公共建築物は１３５施設となっています。 

このうち旧耐震基準（※１）で建築されたものは、１８万１９９㎡（５４．８％）、

新耐震基準で建築されたものが、１４万８,４９２㎡（４５．２％）となっています。

また、旧耐震基準で建築されたもののうち（Ｐ２２表参照）、耐震化未実施建築物（※

２）は２万４,５６２㎡（７．５％）となっています。 

 一般的に大規模改修（※３）が必要となる目安は、築３０年以上の建築物とされてい

ますが、本市の公共建築物の現状を築年別割合でみると、築４０年以上の建築物が２８．

７％（９万４,３０４㎡）あり、ここに築３０年から３９年までの建築物を加えた全体

の６２．８％（２０万６,４７７㎡）が、この目安に該当することになります。 

こうした現状から、公共建築物のあり方は大きな課題となっています。 
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その他 公園 公営住宅 行政系施設

学校教育系施設 医療系施設 保健福祉系施設 子育て支援系施設

ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 社会教育系施設 市民文化系施設 人口

築50年以上

2,161㎡

0.7%

築40～49年

92,143㎡

28.0% 56.6%

185,958㎡

築20～39年 築0～19年

48,430㎡

14.7%

公共建築物の築年別整備状況

旧耐震基準(1981年以前)

１８万１９９㎡（54.8％）

新耐震基準(1982年以降)

１４万８,４９２㎡（45.2％）



22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※１）旧耐震基準・新耐震基準 

新耐震基準とは昭和５６年（１９８１年）に改正された建築基準法に定められている

新しい耐震基準のことで、昭和５６年（１９８１年）以前の耐震基準のことを旧耐震基

準と呼んでいます。また、新耐震基準における建築物の強度は、震度６強から震度７に

達する程度の揺れでも建築物が倒壊・崩壊しないような基準となっています。 

 

（※２）耐震化未実施建築物 

  旧耐震基準で建設された建築物の内、耐震診断を実施していない又は耐震診断の結果、

新耐震基準を満たしていないと判定された建築物です。 

 

（※３）大規模改修 

建築物は耐用年数が異なる多種な材料（屋根材、外壁材、内装材（天井、壁、床）、給

排水設備、空調機、換気設備、建具等）によって形成されているため、一定年月が経過

すると交換が必要です。それらすべてを交換することを大規模改修と表現しています。

但し、耐震補強や、アスベスト除去等は大規模改修に含まれません。 
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公共建築物の耐震化の状況

耐震化未実施 耐震化実施済・耐震化不要

耐震化未実施

２万４,５６２㎡ (７.５％)

(2015年３月末時点）

単位（延床面積：㎡）

新耐震基準(1982年以降)旧耐震基準(1981年以前)
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３、公共施設等の将来更新費用の推計についての前提条件 

 公共建築物及びインフラの将来更新費用の試算方法については、総務省の「公共施設

等総合管理計画の策定にあたっての指針」において活用が推奨されている「公共施設等

更新費用試算ソフト」を使用し試算します。 

  

 

４、公共建築物の将来更新費用の推計「平成２６年度末（２０１５年３月末）時点」 

 平成６６年（２０５４年）までの４０年間の公共建築物の更新費用の総額は、 

１，５９３．１億円となり年間更新費用の平均額が約３９．８億円となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）試算に関する基本的な考え方 

 将来更新費用の試算については、建替え、大規模改修について更新年数経過後に、現

在と同じ延床面積等で更新すると仮定し、延床面積等の数量に更新単価を乗じることと

します。また、建替え、大規模改修の種類ごとに、調査年度から４０年度分の更新費用

を試算します。 

 

（２）数量の考え方 

 数量については、過去６０年分は公有財産台帳より把握した年度ごとの延床面積を用

いることとし、昭和２５年（１９５０年）以前の公共建築物については、合計した延床

面積を用います。 

 

単位（億円）
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(2015年３月末時点）

40年間の更新費用の総額
（201５年～205４年）

1,593.1億円

年間更新費用の平均額

39.8億円
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（３）耐用年数・更新の考え方 

 以下の項目を推計条件として設定します。 

 ①建替え 

 （ア）更新年数・・・６０年と設定します。 

 （イ）建替え期間・・建替えは、設計、施工と複数年度にわたり費用がかかることを 

考慮し、単年度に負担が集中しないように建替え期間を３年と設定します。 

②大規模改修 

 （ア）実施年数・・・３０年と設定します。 

 （イ）修繕期間・・・大規模改修は、設計、施工と複数年度にわたり費用がかかるこ

とを考慮し、単年度に負担が集中しないように修繕期間を２年と設定します。 

 ③設定年数の根拠 

設定年数については、日本建築学会「建築物の耐久計画に関する考え方」による標

準的な耐用年数である６０年を採用します。なお、建物附属設備（電気設備、昇降機

設備等）及び配管の耐用年数が概ね１５年であることから２回目の改修である建築後

３０年で公共建築物の大規模改修を行い、その後３０年で建替えると仮定します。 

また、試算の時点で、建築時からの経過年数が３１年以上５０年以下のものについ

ては、今後１０年間で均等に大規模改修を行うと仮定し、建築時より５１年以上経て

いるものについては建替えの時期が近いため、大規模改修は行わずに６０年を経た年

度に建替えると仮定します。 

 

（４）更新単価の設定の考え方 

公共施設等の建築物の種類ごとの更新（建替え）と大規模改修の単価については、

公共建築物の種類により建物構造等が異なることから、できる限り現実に即したもの

とするために、既に更新費用の試算に取り組んでいる地方公共団体の調査実績、設定

単価等を基に用途別に４段階の単価を設定します。 

この単価は、落札価格ではなく、予定価格又は設計価格を想定して設定します。 

なお、大規模改修の単価は、通常建替えの５～６割ですが、本試算では単価を６割

と設定します。 

 

（参考）更新（建替え）及び大規模改修の単価 

公共建築物の種類 更新（建替え） 大規模改修 

市民文化系、社会教育系、行政系等施設 ４０万円／㎡ ２５万円／㎡ 

スポーツ・レクリエーション系等施設 ３６万円／㎡ ２０万円／㎡ 

学校教育系、子育て支援系等施設 ３３万円／㎡ １７万円／㎡ 

公営住宅 ２８万円／㎡ １７万円／㎡ 

 
※公共施設等の建築物の更新単価については、建築コストの地域差が考えられるが、国土

交通省の新営予算単価による地域別工事費指数では、東京を１００とした地域別の差は

概ね±１０の範囲であるため、更新単価において地域差は考慮しないこととします。 

また、建替えに伴う解体、仮移転費用、設計料等については含むものとして想定します。 
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５、道路の将来更新費用の推計「平成２６年度末（２０１５年３月末）時点」 

 本市が保有する一般道路は、総延長２９万４,７９８ｍ（道路面積１８３万２,４３０

㎡）、また歩行者専用道は、総延長９,６７９ｍ（道路面積６万２,７０９㎡）です。 

 平成６６年（２０５４年）までの４０年間の道路の更新費用は、総額で２３４．２

億円となり、年間更新費用の平均額では約５．９億円となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）試算に関する基本的な考え方 

将来更新費用の試算については、全整備面積を１５年で割った面積を１年間の舗装部

分の更新量と仮定し、当該面積に更新単価を乗じることとします。 

 

（２）数量の考え方 

数量については、路線ごとではなく、区間ごとに整備していくため、年度別に把握す

ることは困難であり、「道路施設現況調査」（国土交通省）より把握した平成２６年度

末（２０１５年３月末）時点の道路の総面積を、舗装部分の更新（打換え）の耐用年数

として仮定した１５年で割ったものを、１年間の舗装部分の更新量と仮定します。 

 

（３）耐用年数・更新の考え方 

耐用年数については、平成１７年度（２００５年度）国土交通白書によると、道路改

良部分は６０年、舗装部分は１０年となっていますが、更新費用の試算においては、舗

装の打換えについて算定することがより現実的と考えられることから、舗装の耐用年数
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の１０年と舗装の一般的な供用寿命の１２～２０年のそれぞれの年数を踏まえ１５年

とします。 

したがって、全整備面積を、この１５年で割った面積の舗装部分を毎年度更新してい

くと仮定します。 

 

（４）更新単価の設定の考え方 

更新単価については、「道路統計年報２００９」（全国道路利用者会議）で示されて

いる、平成１９年度（２００７年度）の舗装補修事業費（決算額）を舗装補修事業量で

割って算定されたものから設定します。 

自転車歩行者道は、一般的に通常の車道の舗装版厚の半分程度であることを踏まえ、

道路単価に道路打換え工の㎡単価（土木工事費積算基準単価）の比率を乗じたものを単

価として設定します。 

 

（参考）更新単価 

一般道路 ４，７００円／㎡ 

自転車歩行者道 ２，７００円／㎡ 

 

 

６、橋梁の将来更新費用の推計「平成２６年度末（２０１５年３月末）時点」 

本市が保有する橋梁は６３本、総延長面積８,６１９㎡となっています。 

平成６６年（２０５４年）までの４０年間の橋梁の更新費用は、総額で３３．２億円

となり、年間更新費用の平均額では約０．８億円となります。 
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（１）試算に関する基本的な考え方 

将来更新費用の試算については、整備年度ごとの構造別の面積に更新単価を乗じて、

調査年度から４０年度分とします。 

 

（２）数量の考え方 

数量については、道路と同様に、「道路施設現況調査」（国土交通省）等より平成２

６年度末（２０１５年３月末）時点の橋梁の総面積を把握し、過去６０年分の整備実績

を基に、構造別で年度ごとに算定します。 

 

（３）耐用年数・更新の考え方 

耐用年数については、整備した年度から法定耐用年数の６０年を経た年度に更新する

と仮定します。現在、構造が鋼橋であるものは鋼橋で更新しますが、それ以外の構造の

場合はＰＣ（プレストレスト・コンクリート）橋として更新することを前提とします。 

 

（４）更新単価の設定の考え方 

更新単価については、年度別・構造別でＰＣ（プレストレスト・コンクリート）橋は

４２５千円／㎡、鋼橋は５００千円／㎡を単価として設定します。 

 

 

７、上水道の将来更新費用の推計「平成２６年度末（２０１５年３月末）時点」 

本市が保有する上水道は、総延長４８万９,９５４ｍとなっています。 

平成６６年（２０５４年）までの４０年間の上水道の更新費用は、総額で４９７．４

億円となり、年間更新費用の平均額では約１２．４億円となります。 
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（１）試算に関する基本的な考え方 

将来更新費用の試算については、整備年度ごとの管種別及び管径別の延長に更新単価

を乗じる方法で、調査年度から４０年度分を試算します。 

 

（２）数量の考え方 

数量については、水道統計調査（厚生労働省）平成２６年度末（２０１５年３月末）

時点の総延長及び管径別の延長のデータを使用し、過去６０年分の整備実績を基に、管

径別で年度ごとに算定します。 

 

（３）耐用年数・更新の考え方 

耐用年数については、整備した年度から法定耐用年数の４０年を経た年度に更新する

と仮定します。 

 

（４）更新単価の設定の考え方 

更新単価については、導水管及び送水管と配水管に分類してそれぞれ管径別に単価を

算出します。 

 

（参考）更新単価 

管径 導水管／送水管 管径 配水管 

３００㎜未満 

３００～５００㎜未満 

５００～１０００㎜未満 

１０００～１５００㎜未満 

１５００～２０００㎜未満 

２０００㎜以上 

１００千円／ｍ 

１１４千円／ｍ 

１６１千円／ｍ 

３４５千円／ｍ 

７４２千円／ｍ 

９２３千円／ｍ 

４５０㎜以下 

５５０㎜以下 

６００㎜以下 

７００㎜以下 

８００㎜以下 

９００㎜以下 

１０００㎜以下 

１１００㎜以下 

１２００㎜以下 

１３５０㎜以下 

１５００㎜以下 

１６５０㎜以下 

１８００㎜以下 

２０００㎜以上 

１２１千円／ｍ 

１２８千円／ｍ 

１４２千円／ｍ 

１５８千円／ｍ 

１７８千円／ｍ 

１９９千円／ｍ 

２２４千円／ｍ 

２５０千円／ｍ 

２７９千円／ｍ 

６２８千円／ｍ 

６７８千円／ｍ 

７３８千円／ｍ 

８１０千円／ｍ 

９２３千円／ｍ 

管径 配水管 

１５０㎜以下 

２００㎜以下 

２５０㎜以下 

３００㎜以下 

３５０㎜以下 

４００㎜以下 

９７千円／ｍ 

１００千円／ｍ 

１０３千円／ｍ 

１０６千円／ｍ 

１１１千円／ｍ 

１１６千円／ｍ 
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８、下水道の将来更新費用の推計「平成２６年度末（２０１５年３月末）時点」 

本市が保有する下水道は、総延長４１万２,００１ｍとなっています。 

平成６６年（２０５４年）までの４０年間の下水道の更新費用は、総額で４０８．７

億円となり、年間更新費用の平均額では約１０．２億円となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）試算に関する基本的な考え方 

将来更新費用の試算については、整備年度ごとの管種別の延長に更新単価を乗じて、

調査年度から４０年度分とします。 

 

（２）数量の考え方 

数量については、「下水道事業に関する調書」（国土交通省）より、平成２６年度末

（２０１５年３月末）時点の総延長及び管径別の延長を把握できるため、これにより過

去６０年分の管種別の年度ごとの延長により算定します。 

 

（３）耐用年数・更新の考え方 

耐用年数については、整備した年度から法定耐用年数の５０年を経た年度に更新する

と仮定します。 

 

（４）更新単価の設定の考え方 

更新単価については、更生管のときは布設替えを前提とし、コンクリート管等のその

他の管のときは更生工法を前提として単価を設定します。 
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単位（億円）

40年間の更新費用の総額
（201５年～205４年）

４08.7億円

年間更新費用の平均額

１0.2億円
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なお、布設替えを前提とする更生管の単価の設定にあたっては、「流域別下水道整備

総合計画調査指針」等を参考にしています。 

（参考）更新単価 

管種 耐用年数 更新単価 備考 

コンクリート管・陶管・塩ビ管 
５０年 １２４千円／ｍ 

更生工法を前提 

更生管 布設替えを前提 

 

 

９、公共施設等の将来更新費用の推計「平成２６年度末（２０１５年３月末）時点」 

 平成６６年（２０５４年）までの４０年間の公共建築物の将来更新費用の推計と、イ

ンフラの将来更新費用の推計を合計すると下表になり、更新費用の総額は２，７６６．

６億円、年間更新費用の平均額は約６９．１億円となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）投資的経費の推移  ５ヵ年の平均額：2,769,068千円  （単位：千円） 

年度 
平成 22年度 

(2010 年度) 

平成 23年度 

(2011 年度) 

平成 24年度

(2012 年度) 

平成 25年度

(2013 年度) 

平成 26年度 

(2014 年度) 

普通建設事業費 3,142,209 2,254,274 2,404,524 3,185,535 2,503,868 

災害復旧事業費 3,416 9,601 74,935 48,916 218,063 

合計 3,145,625 2,263,875 2,479,459 3,234,451 2,721,931 

※投資的経費…支出の効果が資本形成として現れる経費。 
※普通建設事業費…道路、橋梁、学校、公園等各種社会資本の新増設事業に必要な経費。 
※災害復旧事業費…大雨、暴風、地震等の災害により被災した公共施設等を復旧するため
の経費。 
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第４節 まとめ 

本市の人口は、減少傾向が継続し、１５歳～６４歳までの生産年齢人口の構成割合も

大きく変化すると推計されています。また、高齢化率も上昇が続き、今後、ますます人

口減少、高齢化が進むと予測されています。 

 このことにより、本市財源の根幹となる市税等の自主財源は減少し、地方交付税等の

依存財源の割合が増加する一方で、社会保障費の自然増により歳出額が増加することで、

財政構造は更に厳しくなると考えられます。また、公営企業会計においても、給水人口

並びに給水収益が減少する中で、水道施設の老朽化対策による収支状況の悪化が予想さ

れています。 

 このような状況下において、今後４０年間に要する公共施設等の更新費用は、総額２,

７６６．６億円、年平均で６９．１億円と、これまでに本市が投入してきた投資的経費

の２倍以上の予算が必要との試算となっています。 

 本市の公共建築物については、建築後３０年を経過しているものが６０％を占め、老

朽化対策や耐震化等を進める必要がありますが、現在の施設数のまま更新や大規模改修

することは、厳しい財政状況が見込まれる中で、将来への負担を勘案しても不可能な状

況です。 

平成３４年度（２０２２年度）以降、歳出推計額が歳入推計額を上回る推計となって

いることからも、公共施設等の適切な更新や大規模改修に要する財源を確保するため、

公共施設マネジメントを着実に推進し、公共建築物の統廃合等による総量の最適化や長

寿命化等を進め、持続可能な財政運営を堅持する必要があります。 
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第３章 公共施設マネジメント基本方針 

１、総則 

公共建築物の現状や安全性の把握といったハード面からの評価や、利用状況やコスト

の把握といったソフト面からの評価を適切に行うことで、将来の市民ニーズを見据えた

まちづくりと持続可能な財政運営を実現するため、「公共施設マネジメント」を推進し

ます。 

また、「量から質へ」の考えを基に、公共建築物の方向性を検討し、「総量の最適化」

や「長寿命化」「ライフサイクルコストの縮減」を「公共施設マネジメント」の基本方

針として推進することで、良質な市民サービスの提供を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（安全性の把握）
・耐震性能
・耐震化
・危険箇所など

将来の市民ニーズを見据えたまちづくりと
持続可能な財政運営を実現

（利用状況の把握）
・施設機能
・利用ニーズ
・アクセスなど

ハード面からの
評価

ソフト面からの
評価

（コストの把握）

・管理運営費

・職員配置状況

・収支状況など

（現状の把握）
・データベース化

・公共建築物の点検

・劣化度調査など
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２、公共建築物の方向性の検討 

 公共建築物の方向性を検討するにあたっては、建物性能と必需性の両面から個々の施

設評価を行うと同時に、広域利用も視野に入れた市全体の配置バランスについての評価

も行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方向性
の検討

高

低 高

低

必需性

建
物
性
能

「建物性能」
・劣化度調査による結果
・耐震性能など

「必需性」
・法令等の設置義務

・利用率
・分布状況

・民間代替性の有無

・将来性など

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

「方向性検討のイメージ」

次のような例示により公共建築物の方向性を検討します。

用途転換、貸付、売却、譲渡、除却など
転用
廃止

Ｃ
Ｄ

Ｂ 更新 建替え、大規模改修、機能移転など

Ａ 維持 長寿命化、機能統合(複合化・集約化）など
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基本方針①「総量の最適化」 

 本市の平成２６年度末（２０１５年３月末）時点での市民１人あたりの公共建築物の

延床面積（公共建築物の総延床面積／人口）は、２．８４㎡となっています。 

 将来的にも市民一人あたりの公共建築物の延床面積を現況と同程度維持することを

目標とし、総量の最適化を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●統廃合についての考え方 

 公共建築物の利用状況等から、施設機能が一定の役割を終えたと判断された場合、建

物の耐用年数等により建物性能が低いものについては優先的に廃止します。廃止する際

には、安全性確保の観点から公共建築物の除却を前提とし、その跡地については貸付・

売却等を行います。 

 また、廃止をする際に一部の施設機能を維持する必要がある場合等については、他の

公共建築物への機能移転を行います。 

 

●機能統合及び用途転換についての考え方 

建物性能が維持されているものの、施設機能が一定の役割を終えた公共建築物につい

ては、他の用途への転換や民間企業等への貸付・売却等を行います。 

同一機能を有する公共建築物が複数存在する場合については、将来的な社会動向も見

据えながら、当該施設機能の適正な供給について検討します。 

その際には、市全体のエリアを考慮し、同一の施設機能が偏ることの無いように配置

することや、施設の規模や地理的条件等を充分に考慮した上で統廃合や用途転換を進め

ます。 

 

現在 将来

社会的要因

財政的要因

を

勘案した規模

計画的な維持
●長寿命化
●機能統合

計画的な更新
●建替え
●大規模改修
●機能移転

維持

更新

転用

総量最適化
廃止
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 また、地域の国公有財産全体の最適利用を進める目的で国が示した「国と地方公共団

体が連携した地域の国公有財産の最適利用について（総務省）通知」の趣旨を踏まえた

検討を行うとともに、近隣市町村や大阪府所有の公共建築物との機能統合についても検

討します。 

 

●更新（建替え）・大規模改修についての考え方 

公共建築物の更新にあたっては、基本的に、公共建築物の総量最適化及び施設機能を

重視した考え方から、市として当該施設が必要かどうかをゼロベースで検討します。こ

の検討に際しては、老朽化の度合いや市民サービスの提供に対する影響、将来的な市民

ニーズ、大規模改修が不可能な理由、財政負担、更新効果等を総合的に検証します。 

結果として施設を更新する場合でも、これまでの施設機能や施設規模を継承するので

はなく、将来的なニーズ（量や質）を見据えたものとし、他の施設機能との複合化や集

約化を前提とします。 

なお、更新にあたっては、ＰＦＩ事業等の民間活力の導入を含め、市の支出の削減・

平準化策について幅広く検討します。また、大規模改修を行う際も、同様に老朽化の度

合いや市民サービスの提供に対する影響、将来的な市民ニーズ、財政負担、大規模改修

効果等を総合的に検証し、他の施設機能との複合化や集約化の実施の可否などを充分に

検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共建築物について、建物性能（耐用年数や大規模改修の可否・劣化度といった建物

の性能）と必需性（サービス面「市民等へのサービスへの影響や、将来的なニーズ、ア

クセスなどの利便性など」と施設機能面「施設の機能が全部又は一部必要な状態が継続

しているか、同一機能が他に複数あるかなど」）の両面からの評価・検討を行います。 

 

 

貸付

売却

譲渡

除却

長寿命化
建替え

大規模改修

公共
建築物

評価・検討
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基本方針②「長寿命化」 

 公共建築物は経年により老朽化しますが、同時に、施設に求められる機能・役割もま

た変化しています。公共建築物を将来にわたって長く使い続けるため、単に物理的な不

具合を直すのみではなく、建物の機能や性能を現在の施設が求められている水準まで引

き上げることを長寿命化改修と言います。 

 これまでは、不具合が生じてから修繕を行う対処療法的な保全（事後保全）を前提に

実施してきましたが、公共建築物の長寿命化を進める上では、耐用年数を延ばす技術的

な工夫と機能改善が必要となります。 

そのため、定期的な点検調査を実施することにより公共建築物の劣化状況を的確に把

握し、不具合が生じる前からの保全（予防保全）を計画的に進める手法への転換を図り

ます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物性能の低下を緩やかにしながら、建物寿命を延ばす。 
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●耐震化の推進及び安全確保の実施についての考え方 

 多くの公共建築物は、防災拠点や避難所等としての重要な機能を担っています。その

ため、耐震診断により耐震性能が低いと判断された公共建築物については、災害時に果

たすべき施設機能の重要性等を考慮した上で耐震補強や除却等について早急に検討し

ます。また、定期的な公共建築物への劣化度調査の実施により、日頃から公共建築物の

実態把握に努めながら安全性の確保を図ります。 

 なお、東日本大震災における公共建築物の被害状況から考えると、建物の構造体でな

い非構造部材についての耐震化についても非常に重要であることから、計画的な整備を

推進します。 
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事後保全から予防保全へ
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●公共建築物の実態把握及び劣化度調査 

 

１、目的 

 建築基準法では、建築物の所有者又は施設管理者は、その建築物の敷地、構造及び建

築設備を常時適法な状態に維持するように努めなければならないとされています。また、

南海トラフ巨大地震等甚大な被害が想定される大規模地震の懸念から、建築物の安全性

を確保することも重要となっています。 

 今後、公共施設マネジメントを実施する上では、本市が保有する公共建築物の実態を

的確に把握する必要があることから、定期的な点検を通じて実態把握及び劣化度調査を

実施します。 

 

２、調査対象建築物 

調査は公共建築物（棟）単位とし、本市が保有する公共建築物の内、予防保全の観点

から、計画的な維持保全を実施する必要性が高いと判断される公共建築物を調査の対象

とします。 

対象とする公共建築物（棟）は、下記の条件のいずれかに該当するものとします。 

 

① 公共建築物（棟）の規模によるもの 

本市が保有するものの内、計画的な維持保全を実施する必要性が高いと判断され

るものを一定以上（約２００㎡以上）の規模や用途により分類したもの 

 

② 公共建築物（棟）の用途によるもの 

居室（※）が存在するもの 

（公共建築物の重要性・利用状況等を勘案し対象とする。） 

※居室･･･執務、作業、集会、娯楽、その他これらに類する目的のために継続的に使
用する部屋のこと。 

 

３、点検実施者 

 点検については、施設管理者が実施するものとします。 

但し、技術的助言については、建築技術職員が協力する体制を確保します。 

 

４、点検要領 

公共建築物の経年劣化が進んでいると考えられる部分を可能な限りリストアップし、

点検計画及び点検経路を確定した上で実態把握を行います。そして、把握した現況劣化

度と建築後経過年数より総合劣化度を求め、公共建築物のハード面に関する客観的指標

とします。 
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基本方針③「ライフサイクルコストの縮減」 

 ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）とは、建築物の設計・建設費等の初期費用と建築後

に発生する維持管理費・修繕・改修費用、そして最終的に除却するまでの総費用のこと

です。 

 ＬＣＣの縮減については、公共建築物の長寿命化対策を推進することや設計段階から

維持管理費や光熱水費の削減につながる仕様、高耐久の部材を採用するなどと同時に、

ＰＦＩを含むＰＰＰ（官民連携）の促進により民間資本や民間のノウハウを利用しサー

ビスの向上や効率化を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

PPP

市場化
テスト

指定管理者
制度

公設民営
方式

委託など

ＰＦＩ

官民連携

※ＰＰＰ（パブリック・プライベート・パートナーシップ） 
官民が連携して公共サービスの提供を行うスキームで、ＰＦＩは、ＰＰＰの代表的な手法

の一つです。ＰＰＰの中には、ＰＦⅠ、指定管理者制度、市場化テスト、公設民営方式、さ
らに包括的民間委託、自治体業務のアウトソーシング等も含まれます。 
 
※ＰＦＩ（プライベート・ファイナンス・イニシアティブ） 
公共施工等の設計、建設、維持管理及び運営に民間の資金とノウハウを活用し、公共サー

ビスの提供を民間主導で行うことで、効率的かつ効果的な公共サービスの提供を図るという
考え方です。 
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ＰＦ Ｉ のタイプ（施設の所有権の移転時期によって区別）

●ＢＴＯ方式（Ｂｕｉｌｄ Ｔｒａｎｓｆｅｒ Ｏｐｅｒａｔｅ）

民間事業者が施設等を建設し、施設完成後に公共施設等の管理者等に所有権を移転し、民間事業

者が維持・管理及び運営を行う事業方式。

●ＢＯＴ方式（Ｂｕｉｌｄ Ｏｐｅｒａｔｅ Ｔｒａｎｓｆｅｒ）

民間事業者が施設等を建設し、維持・管理及び運営し、事業終了後に公共施設等の管理者等に施

設所有権を移転する事業方式。

●ＢＯＯ方式（Ｂｕｉｌｄ Ｏｗｎ Ｏｐｅｒａｔｅ）

民間事業者が施設等を建設し、維持・管理及び運営し、事業終了時点で民間事業者が施設を解体・

撤去する等の事業方式。

●ＢＴ方式（ＤＢ）（Ｂｕｉｌｄ Ｔｒａｎｓｆｅｒ）（Ｄｅｓｉｇｎ Ｂｕｉｌｄ）

民間事業者が施設等を建設し、管理者等の所有権を移転。設計施工一体発注のＤＢと本質的に変

わらない。公営住宅に使われることが多い。（民間資金の活用がない）

●ＲＯ方式（Ｒｅｈａｂｉｌｉｔａｔｅ Ｏｐｅｒａｔｅ）

民間事業者が自らの資金を調達し、既存の施設を改修・補修し、管理・運営を行う方式。

●コンセッション（公共施設等運営権）

ＰＦ Ｉ の事業類型（発注者からの支払方法で類型化）

■サービス購入型

民間事業者は、自ら調達した資金により施設を設計・建設し、維持管理及び運営を行う。地方公共

団体は、そのサービスの提供に対して対価を支払う事業類型。ＢＴＯ方式の場合は、施設整備費の割

賦量と毎年のサービス料（委託費）を支払う。

■独立採算型

民間事業者が資金調達、施設の建設、運営を行い、利用料金徴収により、資金を回収する。公的部

門は施設を所有する権利（所有権、賃貸権、公共施設等運営権）を与えるのみで、建設・運営のリスク

は民間が負担する。

■ジョイントベンチャー型

サービス購入型と独立採算型の併用。



41 

 

第４章 インフラ基本方針  

第１節 道路 

  （２０１５年３月末時点） 

 総延長 道路面積 

一般道路 ２９万４,７９８ｍ １８３万２,４３０㎡ 

歩行者専用道 ９,６７９ｍ ６万２,７０９㎡ 

合計 ３０万４,４７７ｍ １８９万５,１３９㎡ 

 

１、現状や課題に関する基本的な考え方 

 本市は、約３００ｋｍ（歩行者専用道含む）の道路を保有しています。 

道路施設の維持管理は、舗装をはじめ、道路附属物（街路灯、街路樹、標識、カ

ーブミラー、ガードレール等）、のり面・擁壁、隧道、大型函渠等、膨大な施設を永

続的に健全な状態で維持する必要があることから、老朽化が著しく、市民生活に影

響、被害が生じると見込まれるものから順次、修繕・更新を実施しています。 

今後、高度経済成長期に整備された道路施設、特に独立行政法人都市再生機構（旧

日本住宅公団）が建設し、本市に移管されたものが加速度的に老朽化するため、修

繕・更新費用の増大や支出期の集中が予想されています。 

このことから、道路施設の維持管理は、市民の安全・安心な生活を支える道路ネ

ットワークの確保を目的としながらも、財政負担を勘案した上で、道路ストック総

点検の結果等から得られた情報を基に、優先順位を充分に検討します。 

 

２、管理に関する基本的な考え方 

●点検・診断等の実施方針 

道路施設の点検は、日常点検、定期点検、臨時点検により実施します。 

定期点検では、「定期点検要領」（平成２６年６月 国土交通省）に基づくものと

し、短中期的には、耐用年数を超過した道路施設を点検の対象とします。 

長期的には、予防保全が可能な道路施設への劣化予測等を行います。 

 

●維持管理・修繕・更新等の実施方針及び長寿命化の実施方針 

点検の結果、老朽化が確認された社会的影響度が大きい道路施設は、優先順位を

付与した上で、順次、修繕・更新を実施します。 

道路施設は、ライフサイクルコストを勘案した長寿命化対策を前提に維持管理・

修繕を行い、更新する際は、長寿命化が期待される工法を検討するなどし、ライフ

サイクルコストの縮減を図ります。 
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 ●安全確保の実施方針 

 点検・診断等及び日常パトロールで危険性が認められた道路施設については、即

時に通行規制等で対応した上で応急的な措置を行い、その後、安全確保に向けた更

新計画（補修・修繕を含む）を策定します。 

 

 ●耐震化の実施方針 

  杭基礎を有した擁壁等、道路施設に関して耐震基準等が設定されているものは、

更新時期に耐震化を検討します。また、照明施設や標識は、その健全度を確保するこ

とが耐震化となるため、老朽化したものから順次、修繕・更新等を進めます。 

    

 ●総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

  市民の安全・安心な生活を支える道路ネットワークを健全に維持するために、既

存の重要な社会資本である道路施設を、総合的かつ計画的に維持保全することは重要

であり、引き続きＯＪＴ（日常業務を通じた職員教育）や外部研修を通じて、職員一

人一人の技術力の更なる向上を目指すと同時に、維持管理に関してのデータストック

を確実に行い、効率的に管理します。 
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第２節 橋梁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１、現状や課題に関する基本的な考え方 

 本市は、６３本の橋梁を保有しています。 

現在、大半の橋梁がすでに架橋後３０年以上を迎えており、２０年後には全管理

橋梁のうち約９割（５５本）が架橋後５０年を迎える高齢化橋梁となります。 

そのため、今後、必要となる橋梁の補修、更新、架替え費用の増大や支出期の集

中が予想され、これまでの「悪くなってから対策を行う」という事後保全的な維持

管理方法から、「傷みが大きくなる前に計画的に対策を行う」という予防保全的な

維持管理方法に移行し、安全・安心な橋梁を維持するとともに、維持管理費用の軽

減を図ります。 

なお、維持管理については、財政負担も勘案した上で、劣化状況や必要性等から

優先順位を適切に検討した上で効率的に実施します。 

 

 

２、管理に関する基本的な考え方 

●点検・診断等の実施方針 

橋梁の点検は、全管理橋梁を対象に日常点検、定期点検、臨時点検を実施します。 

定期点検では、「道路橋定期点検要領」（平成２６年６月 国土交通省）に基づ

き、５年に１回の頻度で、部材単位と橋梁ごとの健全性を診断します。なお、その

実施に当たっては、診断結果等の基礎情報を蓄積し、点検の効率化を図ります。 
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 ●維持管理・修繕・更新等の実施方針 

点検により得られた劣化損傷状況、及び健全度を維持するために要するライフサイ

クルコストを個別の橋梁ごとに算定し、その結果により今後の効果的な修繕及び架替

え等の対策を計画します。 

 

 ●安全確保の実施方針 

点検・診断等及び日常パトロールで危険性が認められた橋梁は、即時に通行規制

等で対応した上で応急的な措置を行い、その後、安全確保に向けた更新計画（補修・

修繕を含む）を策定します。 

 

 ●耐震化の実施方針 

  橋梁の耐震化は、落橋防止、橋脚補強を定義とし、優先順位の高い橋梁から落橋

防止対策等を引き続き検討します。 

 

●長寿命化の実施方針 

橋梁の維持管理・修繕・更新等の実施方針を基に、予防的な修繕等の実施を徹底

することにより長寿命化を図り、修繕・架替えに必要となる経費の増大を回避し、

ライフサイクルコストの縮減を積極的に進めます。 

 

 ●総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

本市は、高度経済成長期に築造された橋梁が多く、特に独立行政法人都市再生機

構（旧日本住宅公団）より移管されたものは情報量が乏しいことから、各点検を通

じて情報収集に努めます。 

また、職員の技術力向上を図りながら、橋梁の「点検」「維持」「対策」を繰り返

し行うことにより、「富田林市橋梁長寿命化修繕計画」（平成２５年度策定）を着実

に推進します。 
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第３節 上水道 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１、現状や課題に関する基本的な考え方 

本市は、総延長約４９０ｋｍの水道管を保有しています。 

このうち、老朽管（埋設後４０年経過）は、約１３７．３ｋｍで、全体の２８．

０％になります。 

鋳鉄管は、６０年以上の性能保持が確認されているため、耐用年数を６０年とし

て更新を進めていますが、今後、大量の水道管で老朽化が進むことから、更新費用

の増大や管破裂等の事故発生リスクが高くなる可能性があります。また、給水人口

が年々減少していることや、節水型機器の普及が進み、給水量が減少しており、水

道施設によっては過大となることも考えられることから、今後の更新時に規模等を

適正化する必要があります。 

そのため、水道施設の更新等については、財政負担も勘案した上で、劣化状況や

必要性等より優先順位を適切に検討し、効率的に実施します。 

 

 

２、管理に関する基本的な考え方 

●点検・診断等の実施方針 

水道管の点検や診断は、施工に際しての既設管撤去時に内部や管体の状況を確認

し、必要に応じて水道管周囲の埋め戻し土を調査し、腐食具合の推定等を行います。 

また、水道管漏水調査は、市内を３地区に分け、１年で１地区、３年で市内全域

を実施します。 
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(2015年３月末時点）

上水道管の総延長

４８万９,９５４ｍ
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水道施設である浄水施設（浄水場２ヶ所）・取水施設（井戸８ヶ所）・送配水施設

（配水池１４ヶ所、受水場３ヶ所、ポンプ場等１６ヶ所）は、電力設備、ポンプ設

備、計装設備、中央監視装置、弁類等の点検・診断を、日常の運転管理や専門業者

により実施し、現状把握に努めます。 

  

●維持管理・修繕・更新等の実施方針 

水道施設の維持管理・修繕は、耐用年数、機器の状態から、修繕や整備時期を決

定した上で計画的に行います。また、更新については、耐用年数に基づいた時期を

設定し、修繕等で長寿命化が可能な設備は、整備内容を検討します。ただし、維持

管理・修繕・更新の何れを行う場合にも、人口の減少等による水需要の将来予測を

考慮し、施設の統廃合や能力の見直しを行い、コストの低減化を図ります。 

なお、配水池、病院、避難所及び防災拠点を結ぶ水道管（重要管路）は、災害時

にも給水が維持できるよう優先的に更新（耐震化）します。 

 

●安全確保の実施方針 

  危険箇所が認められた水道施設は、迅速に修繕を実施します。また、修繕が不可

能な場合は既存のシステムへの影響を考慮した上で、更新又は廃止し安全確保に努め

ます。 

 

 ●耐震化の実施方針 

主要な水道施設（配水池等）は、既に耐震診断を行い、耐震補強がほぼ完了して

いるため、災害時の拠点としての性能を確保しています。（非常時の給水拠点等）  

また、水道管は、更新時に耐震管の導入を引き続き進めます。 

 

（２０１５年３月末時点） 

耐震管の総延長 割合 

９１．４ｋｍ １８．６５％ 

 

 ●長寿命化の実施方針 

配水池等の構築物は、定期点検の結果を踏まえて計画的に整備を行い、引き続き、

長寿命化に努めます。 

長寿命化の具体案としては、耐震管であり長寿命なダクタイル鋳鉄管（ＧＸ型）

への更新、及び鋳鉄管外部からの腐食を防ぐためにポリエチレンスリーブによる保

護を行います。また、製造中止の機器等は交換部品や代替機器を確保し、不具合時

に迅速に対応できる体制を整えます。 
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 ●統合や廃止の推進方針 

給水収益が減少する中で、水道施設の更新を進めるためには、危機管理面等、あ

らゆる角度から水道施設の必要性・将来性を分析しながら、ダウンサイジングや近

隣施設との統廃合での管理施設の減少によるコストダウンを図ります。その中では、

大阪広域水道企業団の送水管が新たに市内に敷設されることに伴い、水道施設の統

廃合が可能か否かについても検討します。 

また、現在、大阪広域水道企業団を中心に水道事業の運営基盤の強化として府域

一水道に向けた方向性が検討されており、水道施設の整備や維持管理の広域化も視

野に入れながら検討を進めます。 

 

 ●総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

将来にわたって安心・安全で良質な水を安定的に供給するため、「富田林市水道事

業基本構想」を基に、「富田林市水道事業・整備計画」・「富田林市水道事業・経営改

革実施プラン」を実施しています。しかし、厚生労働省による新水道ビジョンの策

定、アセットマネジメントに関する取り組み等、水道事業を取り巻く環境は変化し

ており、計画を見直す必要が生じているため、平成２７年度（２０１５年度）に「富

田林市水道事業財務計画及び事業計画」を策定しました。 

また、計画の取り組みと同時に、職員の技術力を維持・向上するため、外部研修

（大阪広域水道企業団、大阪市水道局、日本水道協会等）の受講やＯＪＴにより、

水道施設の管理に対して体制強化を図ります。 
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第４節 下水道 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１、現状や課題に関する基本的な考え方 

 本市は、総延長約４１０ｋｍの下水道管を保有しています。 

平成１６年（２００４年）３月に、「新富田林市生活排水対策基本計画」を策定し、

下水道の未整備地区のうち、ライフサイクルコストが明らかに浄化槽事業より不利

となる地区の下水道計画を見直し、市設置型浄化槽事業に変更しました。 

さらに、平成２４年（２０１２年）には、下水道事業と浄化槽事業のライフサイ

クルコストが拮抗する地区について、将来人口、開発動向等を加味した「新富田林

市生活排水対策基本計画２次改訂」の策定を行い、市設置型浄化槽区域を拡大し、

引き続き、効率的、効果的な事業運営に向け取り組んでいます。 

今後、昭和４１年（１９６６年）以降に整備された下水道施設が順次、更新時期

を迎えることとなることからも、更新等については、財政負担も勘案した上で、劣

化状況や必要性等より優先順位を適切に検討し、効率的に実施します。 

 

 

２、管理に関する基本的な考え方 

●点検・診断等の実施方針 

下水道施設の効果的な更新を進めるためには、管路内の実態を確認するカメラ調

査が必要となりますが、老朽化が進行することを考慮すれば、対策工事が５年程度

で完了できる範囲で実態調査を実施し、長寿命化等の対策工事を実施することとな

ります。 
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下水道の年度別の整備延長
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下水道管の総延長

４１万２,００１ｍ

(2015年３月末時点）

単位（ｍ）

（注）更正管とは、これまでに一度、管路の原型を崩さず修復した管のことをあらわす。
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このことから、施設台帳や資産台帳等の既存資料から下水道施設の経過年次、管

材料、修繕履歴等のデータを参照し、地区ごとの緊急度を順位付けした上で、５年

ごとの長寿命化等改築計画を策定します。 

  

 ●維持管理・修繕・更新等の実施方針 

地方公営企業会計の適用に伴い、施設台帳にも資産額を記録し、長寿命化等の更

新（簡易な修繕等は除く）を実施した箇所については、新たな資産額を上乗せする

等、施設ごと（下水道管においてはスパンごと）の整備費用の明確化を図ります。 

さらに、軽微な修理等についても実施状況を記録し、排水不良等が頻繁に発生す

る箇所は、定期的に清掃を行う等、汚水の溢水を予防します。 

浄化槽は、過去の管理データを蓄積し、状態変動の早期把握に努めながら、引き続

き、早期対応を推進します。 

 

 ●安全確保の実施方針 

下水道施設が市民生活等に及ぼす主な危険性は、埋設土砂の流出による道路陥没

が挙げられますが、これを未然に防ぐには、特に道路管理者による道路パトロール

等より得られる情報を活用することが有効となります。そのため、今後も道路管理

部署との連携を密に図り、下水道施設に起因すると思われる路面の沈降等が確認さ

れた場合には、迅速に対応できる連絡体制を維持します。 

 

●耐震化の実施方針 

樹脂製の下水道管は、概ね耐震基準を満たしていますが、コンクリート製の下水

道管は、長寿命化対策の対象であり、更新時等に耐震化を進めます。 

震災対策としては、ポンプ施設や管路橋等のウィークポイントに対して集中的に

安全対策を講じます。また、各汚水マンホールポンプの貯留量が、数十分程度の流

入相当量しかないため、震災等による大規模停電時の対策についても検討します。 

 

 ●長寿命化の実施方針 

本市の下水道事業は、独立行政法人都市再生機構（旧日本住宅公団）による金剛

団地内の下水道施設が昭和４２年（１９６７年）に移管されたのが始まりです。 

この移管施設は整備後４５年以上が経過しており、長寿命化対策として、平成２

３年度（２０１１年度）から実態調査を実施の上、平成２４年度（２０１２年度）

に「富田林市下水道長寿命化計画」を策定しました。これを基に、平成２５年度（２

０１３年度）からの５年間で同地区の長寿命化対策を完了させる予定です。 

この他、昭和５０年代から６０年代に造成された住宅団地を中心にコンクリート

製の下水道管にて漏水や樹木根の侵入等によるトラブルが発生しており、これらの

抜本的な調査と改築更新（長寿命化対策）を検討します。 
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 ●総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

浄化槽事業は、既にＰＦＩ手法を導入し、民間のノウハウを活用した長期にわた

る安定的な管理を実現しています。 

また、平成２７年度（２０１５年度）で、第１期ＰＦＩ事業が終了したため、今

後は、債務負担行為による複数年の管理契約により、ＰＦＩ事業同様の安定した管

理体制を確保します。 

下水道事業は、国においても包括的民間委託等の新たな管理体制が未だ研究段階

であり、今後の国等の進展を注視しつつ、将来の管理体制を検討します。 
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第５章 類型別施設状況 

 市が保有する公共建築物（小規模な公共建築物については除く）を、施設機能を基に、

市民文化系施設、社会教育系施設、スポーツ・レクリエーション系施設、学校教育系施

設、子育て支援系施設、保健福祉系施設、医療系施設、行政系施設、公営住宅、その他

の１０類型に分類します。 

 なお、これらの公共建築物については、第３章「公共施設マネジメント基本方針」に

基づき、今後の方向性を検討します。 

 

１、市民文化系施設                   （２０１５年３月末時点） 

分類 NO 施設名称 延床面積 代表建築年度 築年数 耐震性能※ 

集会 

施設 

① 公会堂 876.16 ㎡ S56 年(1981 年) 34 年 （未） 

② すばるホール 18,730.20 ㎡ H 3 年(1991 年) 24 年 （新） 

③ コミュニティセンター 2,935.88 ㎡ H13 年(2001 年) 14 年 （新） 

④ 高辺台集会所 217.00 ㎡ S56 年(1981 年) 34 年 （済） 

⑤ 福祉青少年センター 737.36 ㎡ S46 年(1971 年) 44 年 （未） 

⑥ 東公民館 1,128.72 ㎡ S56 年(1981 年) 34 年 （済） 

文化 

施設 

⑦ 市民会館 9,625.00 ㎡ S50 年(1975 年) 40 年 （済） 

⑧ 人権文化センター 1,012.80 ㎡ S41 年(1966 年) 49 年 （未） 

※耐震性能：（未）耐震補強未実施、（済）耐震補強実施済（部分的補強を含む） 
（新）新耐震基準により建築 

 

市民文化系施設は、集会施設６施設、文化施設２施設です。 

・「公会堂」は、平成２２年度（２０１０年度）に閉鎖され、平成２７年度（２０１５年度）

から平成２８年度（２０１６年度）の間に除却後、「福祉青少年センター」機能と若者の育

成、地域交流の推進、生涯学習の推進、災害への対応機能を兼ねた「（仮称）複合的生涯学

習プラザ」として更新します。 

 

・「人権文化センター」は、若松地区再整備において検討します。 

 

・「高辺台集会所」「東公民館」「市民会館」は、大規模改修が必要となる目安の建築後３０年

を経過しています。 
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① ② 

③ 

④ 
⑤ ⑥ 

⑧ 

⑦ 

NO 施設名称 

① 公会堂 

② すばるホール 

③ コミュニティセンター 

④ 高辺台集会所 

⑤ 福祉青少年センター 

⑥ 東公民館 

⑦ 市民会館 

⑧ 人権文化センター 
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２、社会教育系施設                   （２０１５年３月末時点） 

分類 NO 施設名称 延床面積 代表建築年度 築年数 耐震性能※ 

図書館 
① 中央公民館図書館 1,746.84 ㎡ S51 年(1976 年) 39 年 （済） 

② 金剛公民館図書館 1,862.57 ㎡ S58 年(1983 年) 32 年 （新） 

歴史 

文化 

施設 

③ 旧杉山家住宅※ 736.45 ㎡ S58 年(1983 年) 32 年 （済） 

④ 寺内町センター 300.75 ㎡ H 3 年(1991 年) 24 年 （新） 

⑤ 埋蔵文化財センター 819.00 ㎡ S46 年(1971 年) 44 年 （済） 

⑥ じないまち交流館 316.05 ㎡ H18 年(2006 年)  9 年 （新） 

⑦ 旧田中家住宅※ 243.05 ㎡ H23 年(2011 年) 4 年 （済） 

⑧ じないまち展望広場 117.46 ㎡ H22 年(2010 年)  5 年 （新） 

※耐震性能：（済）耐震補強実施済（部分的補強を含む）、（新）新耐震基準により建築 
※③⑦：代表建築年度は、大規模改修を実施した時期です。 

 

社会教育系施設は、図書館２施設、歴史文化施設６施設です。 

・「図書館」は、公民館を併設しており、２館ともに耐震性能が確保されていますが、大規模

改修が必要となる目安の建築後３０年を経過しています。 

 

・「埋蔵文化財センター」は、第１中学校内に併設されており、大規模改修が必要となる目安

の建築後３０年を経過しています。 
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NO 施設名称 

① 中央公民館図書館 

② 金剛公民館図書館 

③ 旧杉山家住宅 

④ 寺内町センター 

⑤ 埋蔵文化財センター 

⑥ じないまち交流館 

⑦ 旧田中家住宅 

⑧ じないまち展望広場 

 

① 

② 
③ 
④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 



55 

 

３、スポーツ・レクリエーション系施設          （２０１５年３月末時点） 

分類 NO 施設名称 延床面積 代表建築年度 築年数 耐震性能※ 

スポーツ 

施設 

① 市民総合体育館 4,781.60 ㎡ S56 年(1981 年) 34 年 （済） 

② 総合スポーツ公園 2,888.13 ㎡ H 5 年(1993 年) 22 年 （新） 

③ 青少年スポーツホール 1,069.42 ㎡ S46 年(1971 年) 44 年 （未） 

④ 市民プール 328.00 ㎡ S49 年(1974 年) 41 年 （診） 

レクリエー

ション・ 

観光施設 

⑤ 農業公園※ 2,605.62 ㎡ H 2 年(1990 年) 25 年 （新） 

⑥ にこにこ市場 141.96 ㎡ H21 年(2009 年)  6 年 （新） 

⑦ 青少年教育キャンプ場 110.00 ㎡ S54 年(1979 年)  36 年 （診） 

※耐震性能：（未）耐震補強未実施、（済）耐震補強実施済（部分的補強を含む） 
（新）新耐震基準により建築、（診）耐震診断未実施 

※⑤：農畜産物処理加工施設、自然活用総合管理施設、体験農業園地等管理施設、農林漁業体験実
習館の 4施設です。各施設は平成 2年（1990年）～平成 5 年（1993 年）に建築されています。 

 

スポーツ・レクリエーション系施設は、スポーツ施設４施設、レクリエーション・観光施

設３施設です。 

・「市民総合体育館」は、耐震補強が実施されていますが、大規模改修が必要となる目安の建

築後３０年を経過しています。 

 

・「青少年スポーツホール」「青少年教育キャンプ場」は、大規模改修が必要となる目安の建

築後３０年を経過している上に、耐震性能が確保されていません。 
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NO 施設名称 

① 市民総合体育館 

② 総合スポーツ公園 

③ 青少年スポーツホール 

④ 市民プール 

⑤ 農業公園 

⑥ にこにこ市場 

⑦ 青少年教育キャンプ場 

 

② 

① 

③ 
④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 
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４、学校教育系施設                   （２０１５年３月末時点） 

分類 NO 施設名称 延床面積 代表建築年度 築年数 耐震性能※ 

小学校 

① 富田林小学校 5,811.00 ㎡ S42 年(1967 年) 48 年 （済） 

② 新堂小学校 9,256.00 ㎡ S41 年(1966 年) 49 年 （済） 

③ 喜志小学校 5,019.61 ㎡ S43 年(1968 年) 47 年 （済） 

④ 大伴小学校 5,620.00 ㎡ S40 年(1965 年) 50 年 （済） 

⑤ 彼方小学校 5,689.00 ㎡ S43 年(1968 年) 47 年 （済） 

⑥ 錦郡小学校 5,191.00 ㎡ S47 年(1972 年) 43 年 （済） 

⑦ 川西小学校 5,804.00 ㎡ S45 年(1970 年) 45 年 （済） 

⑧ 東条小学校 3,785.00 ㎡ S49 年(1974 年) 41 年 （済） 

⑨ 高辺台小学校 6,867.00 ㎡ S42 年(1967 年) 48 年 （済） 

⑩ 久野喜台小学校 6,527.00 ㎡ S43 年(1968 年) 47 年 （済） 

⑪ 寺池台小学校 7,033.00 ㎡ S44 年(1969 年) 46 年 （済） 

⑫ 伏山台小学校 4,701.00 ㎡ S52 年(1977 年) 38 年 （済） 

⑬ 喜志西小学校 3,851.00 ㎡ S53 年(1978 年) 37 年 （済） 

⑭ 藤沢台小学校 6,057.00 ㎡ S55 年(1980 年) 35 年 （済） 

⑮ 小金台小学校 7,434.00 ㎡ H 1 年(1989 年) 26 年 （新） 

⑯ 向陽台小学校 6,787.00 ㎡ H 2 年(1990 年) 25 年 （新） 

中学校 

⑰ 第１中学校 9,915.29 ㎡ S38 年(1963 年) 52 年 （済） 

⑱ 第２中学校 7,510.00 ㎡ S41 年(1966 年) 49 年 （済） 

⑲ 第３中学校 7,214.00 ㎡ S46 年(1971 年) 44 年 （済） 

⑳ 金剛中学校 9,326.00 ㎡ S42 年(1967 年) 48 年 （済） 

㉑ 葛城中学校 7,405.00 ㎡ S55 年(1980 年) 35 年 （済） 

㉒ 喜志中学校 6,354.00 ㎡ S58 年(1983 年) 32 年 （新） 

㉓ 藤陽中学校 7,898.00 ㎡ S61 年(1986 年) 29 年 （新） 

㉔ 明治池中学校 6,352.00 ㎡ H 2 年(1990 年) 25 年 （新） 

その他 

㉕ 第１給食センター 1,760.16 ㎡ S47 年(1972 年) 43 年 （未） 

㉖ 第２給食センター 1,993.65 ㎡ S54 年(1979 年) 36 年 （未） 

㉗ 中学校給食施設 2,011.87 ㎡ 市内 8 中学校に併設 （済） 

※耐震性能：（未）耐震補強未実施、（済）耐震補強実施済（部分的補強を含む） 
（新）新耐震基準により建築 

 

学校教育系施設は、小学校１６施設、中学校８施設、その他１０施設です。 

・一部の小中学校を除き、大規模改修が必要となる目安の建築後３０年を経過していますが、

全校で耐震性能は確保しています。今後は、非構造部材の耐震化を順次、実施します。 

 

・「第１給食センター」「第２給食センター」は、建築後３０年以上が経過している上に、耐

震性能が確保されていないため、施設統合により新給食センターを建築します。 
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NO 施設名称 

① 富田林小学校 

② 新堂小学校 

③ 喜志小学校 

④ 大伴小学校 

⑤ 彼方小学校 

⑥ 錦郡小学校 

⑦ 川西小学校 

⑧ 東条小学校 

⑨ 高辺台小学校 

⑩ 久野喜台小学校 

⑪ 寺池台小学校 

⑫ 伏山台小学校 

⑬ 喜志西小学校 

⑭ 藤沢台小学校 

⑮ 小金台小学校 

⑯ 向陽台小学校 

 

⑦ 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ ⑥ 

⑧ 

⑨ 
⑩ 

⑪ 
⑫ 

⑬ 

⑭ 

⑮ 

⑯ 

⑰ 

⑱ 

⑲ 

⑳ 

㉑ 

㉒ 

㉓ 

㉔ 

㉕ 

㉖ 

⑰ 第１中学校 

⑱ 第２中学校 

⑲ 第３中学校 

⑳ 金剛中学校 

㉑ 葛城中学校 

㉒ 喜志中学校 

㉓ 藤陽中学校 

㉔ 明治池中学校 

㉕ 第１給食センター 

㉖ 第２給食センター 
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５、子育て支援系施設                  （２０１５年３月末時点） 

分類 NO 施設名称 延床面積 代表建築年度 築年数 耐震性能※ 

幼稚園 

① 富田林幼稚園 888.00 ㎡ S58 年(1983 年) 32 年 （新） 

② 新堂幼稚園 937.00 ㎡ S51 年(1976 年) 39 年 （不） 

③ 喜志幼稚園 413.00 ㎡ S51 年(1976 年) 39 年 （済） 

④ 大伴幼稚園 647.00 ㎡ S51 年(1976 年) 39 年 （済） 

⑤ 板持幼稚園 573.00 ㎡ S57 年(1982 年) 33 年 （未） 

⑥ 彼方幼稚園 432.00 ㎡ S55 年(1980 年) 35 年 （済） 

⑦ 錦郡幼稚園 416.00 ㎡ S54 年(1979 年) 36 年 （済） 

⑧ 川西幼稚園 713.00 ㎡ S59 年(1984 年) 31 年 （新） 

⑨ 東条幼稚園 238.00 ㎡ S49 年(1974 年) 41 年 （未） 

⑩ 伏山台幼稚園 686.00 ㎡ S52 年(1977 年) 38 年 （済） 

⑪ 喜志西幼稚園 453.00 ㎡ S57 年(1982 年) 33 年 （済） 

⑫ 青葉丘幼稚園 1,122.00 ㎡ S45 年(1970 年) 45 年 （済） 

⑬ 津々山台幼稚園 654.00 ㎡ H 5 年(1993 年) 22 年 （新） 

保育所 

⑭ 富田林保育園 541.30 ㎡ H 2 年(1990 年) 25 年 （新） 

⑮ 彼方保育園 736.57 ㎡ S46 年(1971 年) 44 年 （済） 

⑯ 大伴保育園 686.00 ㎡ S42 年(1967 年) 48 年 （不） 

⑰ 若葉保育園 951.76 ㎡ S44 年(1969 年) 46 年 （済） 

⑱ 金剛保育園 1,731.00 ㎡ S44 年(1969 年) 46 年 （済） 

⑲ 金剛東保育園 995.44 ㎡ H 5 年(1993 年) 22 年 （新） 

児童施設 ⑳ 学童クラブ（市内 16 校） 1,799.48 ㎡ 市内 16 小学校に併設 （済） 

※耐震性能：（未）耐震補強未実施、（済）耐震補強実施済（部分的補強を含む） 
（新）新耐震基準により建築、（不）耐震診断の結果、耐震補強が不要 

 

子育て支援系施設は、幼稚園１３施設、保育所６施設、児童施設（学童クラブ各小学校内）

１６施設です。 

・大半の幼稚園と保育所において、大規模改修が必要となる目安の建築後３０年を経過して

います。なお、「板持幼稚園」と「東条幼稚園」は休園しています。 

  

・学童クラブについては、小学校内の余裕教室の活用を基本に計画的な整備を行います。 
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NO 施設名称 

① 富田林幼稚園 

② 新堂幼稚園 

③ 喜志幼稚園 

④ 大伴幼稚園 

⑤ 板持幼稚園 

⑥ 彼方幼稚園 

⑦ 錦郡幼稚園 

⑧ 川西幼稚園 

⑨ 東条幼稚園 

⑩ 伏山台幼稚園 

⑪ 喜志西幼稚園 

⑫ 青葉丘幼稚園 

⑬ 津々山台幼稚園 

 

① 

⑭ 富田林保育園 

⑮ 彼方保育園 

⑯ 大伴保育園 

⑰ 若葉保育園 

⑱ 金剛保育園 

⑲ 金剛東保育園 

 

② 

⑧ 

⑯ 

⑭ 

⑩ 

⑨ 

⑪ 

⑫ 

⑤ 

⑥ 

④ 

⑰ 

⑦ 

⑱ 

③ 

⑬ 

⑮ 

⑲ 
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６、保健福祉系施設                   （２０１５年３月末時点） 

分類 NO 施設名称 延床面積 代表建築年度 築年数 耐震性能※ 

高齢福祉 

施設 

① シルバー人材センター 307.44 ㎡ S64 年(1989 年) 26 年 （新） 

② 若松町一丁目老人いこいの家 324.76 ㎡ S51 年(1976 年) 39 年 （未） 

③ 若松老人いこいの家 250.00 ㎡ S56 年(1981 年) 34 年 （新） 

④ 錦織老人いこいの家※ 148.09 ㎡ S55 年(1980 年) 35 年 （不） 

⑤ 東条老人いこいの家 423.44 ㎡ H 2 年(1990 年) 25 年 （新） 

⑥ 金剛老人いこいの家 160.00 ㎡ S54 年(1979 年) 36 年 （不） 

⑦ 金剛東老人いこいの家 314.97 ㎡ S63 年(1988 年) 27 年 （新） 

⑧ 明治池老人いこいの家 299.73 ㎡ H11 年(1999 年) 16 年 （新） 

⑨ 向陽台老人いこいの家 290.18 ㎡ H 6 年(1994 年) 21 年 （新） 

⑩ 青葉地区老人いこいの家 183.02 ㎡ H13 年(2001 年) 14 年 （新） 

⑪ 西板持老人いこいの家 328.00 ㎡ H15 年(2003 年) 12 年 （新） 

⑫ 高辺台プラザ 219.00 ㎡ S56 年(1981 年) 34 年 （済） 

⑬ 富田林市ケアセンター 10,819.56 ㎡ H 8 年(1996 年) 19 年 （新） 

児童福祉施設 ⑭ 児童館 1,402.60 ㎡ S45 年(1970 年) 45 年 （未） 

保健施設 ⑮ 保健センター 1,035.00 ㎡ S62 年(1987 年) 28 年 （新） 

その他 ⑯ 総合福祉会館 2,307.95 ㎡ S55 年(1980 年) 35 年 （不） 

※耐震性能：（未）耐震補強未実施、（済）耐震補強実施済（部分的補強を含む） 
（新）新耐震基準により建築、（不）耐震診断の結果、耐震補強が不要 

※④：2011 年（平成 23 年）度に大規模改修を実施。 
 

保健福祉系施設は、高齢福祉関係１３施設、児童福祉関係１施設、保健施設１施設、その

他１施設です。 

・耐震性能が確保されていない「若松町一丁目老人いこいの家」「児童館」は、若松地区再整

備において検討します。 

 

・「若松老人いこいの家」「金剛老人いこいの家」「高辺台プラザ」「総合福祉会館」は、大規

模改修が必要となる目安の建築後３０年を経過しています。 
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NO 施設名称 

① シルバー人材センター 

② 若松町一丁目老人いこいの家  

③ 若松老人いこいの家 

④ 錦織老人いこいの家 

⑤ 東条老人いこいの家 

⑥ 金剛老人いこいの家 

⑦ 金剛東老人いこいの家 

⑧ 明治池老人いこいの家 

⑨ 向陽台老人いこいの家 

⑩ 青葉地区老人いこいの家  

⑪ 西板持老人いこいの家 

⑫ 高辺台プラザ 

⑬ 富田林市ケアセンター 

 

⑭ 児童館 

⑮ 保健センター 

⑯ 総合福祉会館 

 

⑨ 
⑮ 

⑥ 

⑦ 

⑤ 

③ 

⑪ 

⑧ 

④ 

⑯ 

② 

① 

⑭ 

⑬ 

⑫ 

⑩ 
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７、医療系施設                     （２０１５年３月末時点） 

分類 NO 施設名称 延床面積 代表建築年度 築年数 耐震性能※ 

医療施設 

① 富田林病院 10,684.03 ㎡ S52 年(1977 年) 38 年 （不） 

② 富田林病院健診センター 552.75 ㎡ H 9 年(1997 年) 18 年 （新） 

③ 休日診療所 297.47 ㎡ H24 年(2012 年) 3 年 （新） 

④ 新堂診療所 1210.38 ㎡ H 2 年(1990 年) 25 年 （新） 

※耐震性能：（新）新耐震基準により建築、（不）耐震診断の結果、耐震補強が不要 
 

医療系施設は、「富田林病院」「富田林病院健診センター」「休日診療所」「新堂診療所」の

４施設です。 

・「富田林病院」は、昭和５２年（１９７７年）に開設され、富田林市医療計画において、小

児救急を含める救急医療への対応や新型インフルエンザ等の発生時及び大規模災害時にお

ける拠点病院機能を備えるとともに、本市の地域医療の中核を担う重要施設となっていま

すが、建築後約４０年が経過し、施設の老朽化が顕著になっていることから更新します。 
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① 

NO 施設名称 

① 富田林病院 

② 富田林病院健診センター  

③ 休日診療所 

④ 新堂診療所 

 

② 

③ 
④ 
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８、行政系施設                     （２０１５年３月末時点） 

分類 NO 施設名称 延床面積 代表建築年度 築年数 耐震性能※ 

庁舎等 
① 市庁舎 13,035.26 ㎡ S45 年(1970 年) 45 年 （未） 

② 金剛連絡所 603.59 ㎡ H22 年(2010 年) 5 年 （新） 

消防施設 

③ 消防庁舎 5,279.21 ㎡ H15 年(2003 年) 12 年 （新） 

④ 金剛分署 577.92 ㎡ S57 年(1982 年) 33 年 （新） 

⑤ 第１分団消防車庫 69.15 ㎡ S32 年(1957 年) 58 年 （診） 

⑥ 第２分団消防車庫 220.66 ㎡ S50 年(1975 年) 40 年 （診） 

⑦ 第５分団消防車庫 69.61 ㎡ H15 年(2003 年) 12 年 （新） 

⑧ 第８分団消防車庫 120.30 ㎡ H17 年(2005 年) 10 年 （新） 

⑨ 第１０分団消防車庫 73.40 ㎡ S57 年(1982 年) 33 年 （新） 

⑩ 第１２分団消防車庫 70.83 ㎡ H24 年(2012 年) 3 年 （新） 

⑪ 第１３分団消防車庫 88.14 ㎡ H 2 年(1990 年) 25 年 （新） 

⑫ 第１６分団消防車庫 66.72 ㎡ H20 年(2008 年) 7 年 （新） 

その他 ⑬ 水防用等倉庫 623.22 ㎡ H14 年(2002 年) 13 年 （新） 

※耐震性能：（未）耐震補強未実施、（新）新耐震基準により建築、（診）耐震診断未実施 
 

行政系施設は、庁舎等２施設、消防施設１０施設、その他１施設です。 

・「市庁舎」は、大規模改修が必要となる目安の建築後３０年を経過している上に、耐震性能

が確保されていません。 

  

・「金剛分署」「第２分団消防車庫」「第１０分団消防車庫」は、大規模改修が必要となる目安

の建築後３０年を経過しています。 

 

・「第１分団消防車庫」は、「（仮称）複合的生涯学習プラザ」に合築します。 
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NO 施設名称 

① 市庁舎 

② 金剛連絡所 

③ 消防庁舎 

④ 金剛分署 

⑤ 第１分団消防車庫 

⑥ 第２分団消防車庫 

⑦ 第５分団消防車庫 

⑧ 第８分団消防車庫 

⑨ 第１０分団消防車庫 

⑩ 第１２分団消防車庫 

⑪ 第１３分団消防車庫 

⑫ 第１６分団消防車庫 

⑬ 水防用等倉庫 

 

① 

② 

③ 

④ ⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 

⑩ 

⑪ 

⑫ 

⑬ 
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９、公営住宅                      （２０１５年３月末時点） 

分類 NO 施設名称 延床面積 代表建築年度 築年数 耐震性能※ 

公営住宅 

① 若松住宅※ 26,684.40 ㎡ － －年 － 

② 甲田住宅 3,195.00 ㎡ H 5 年(1993 年) 22 年 （新） 

③ 錦織住宅 8,089.00 ㎡ H 9 年(1997 年) 18 年 （新） 

※耐震性能：（済）耐震補強実施済（部分的補強を含む）、（新）新耐震基準により建築 
※①：昭和 40 年代に建築された住宅が多く、耐震補強が未実施の住宅（2 棟）が存在する。 

 

公営住宅は、「若松住宅」「甲田住宅」「錦織住宅」の３施設です。 

・「若松住宅」については、平成２３年（２０１１年）から平成３８年（２０２６年）を事業

期間とする「若松地区再整備基本構想」により安全性と利便性の確保やバリアフリー化を

図り、より快適な居住空間の創出を目指しています。 
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NO 施設名称 

① 若松住宅 

② 甲田住宅 

③ 錦織住宅 

 

① 

② 

③ 
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１０、その他                      （２０１５年３月末時点） 

分類 NO 施設名称 延床面積 代表建築年度 築年数 耐震性能※ 

その他 

① 富田林斎場 2316.72 ㎡ H 5 年(1993 年) 22 年 （新） 

② 富田林霊園 565.30 ㎡ H 6 年(1994 年) 21 年 （新） 

③ 喜志駅地下自転車駐車場 1,800.00 ㎡ H 7 年(1995 年) 20 年 （新） 

④ 葛城温泉 425.67 ㎡ S48 年(1973 年) 42 年 （不） 

※耐震性能：（新）新耐震基準により建築、（不）耐震診断の結果、耐震補強が不要 
 

 

その他施設は、「富田林斎場」「富田林霊園」「喜志駅地下自転車駐車場」「葛城温泉」の４

施設です。 

・「葛城温泉」は、若松地区再整備において検討します。 
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NO 施設名称 

① 富田林斎場 

② 富田林霊園 

③ 喜志駅地下自転車駐車場 

④ 葛城温泉 

 

③ 

① 

② 

④ 
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